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平成29年度天理市下水道事業会計予算



(1) 20,840 戸

(2) 7,743,329 ㎥

(3) 239,635 千円

2,882,592 千円

1,236,461 千円

1,646,130 千円

1 千円

2,452,233 千円

2,023,135 千円

427,998 千円

100 千円

1,000 千円

対し不足する額1,358,542千円は、過年度分損益勘定留保資金922,473千円、当年度分損益

で補塡するものとする。）。

勘定留保資金419,714千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額16,355千円

第 ３ 項 特 別 損 失

第 ４ 項 予 備 費

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用

第 １ 項 営 業 費 用

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 １ 項 営 業 収 益

第 ２ 項 営 業 外 収 益

第 ３ 項 特 別 利 益

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業 管渠整備事業等

議案第15号

平成29年度天理市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成29年度天理市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
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488,332 千円

35,722 千円

441,314 千円

1,296 千円

10,000 千円

1,846,874 千円

341,347 千円

10,000 千円

1,494,228 千円

1,299 千円

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

(1) 収益的支出における各項間の流用

(2) 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1) 124,069 千円

千円である。

提 出

天 理 市 長 並 河 健

平 成 29 年 ３ 月 １ 日

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以

外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

（他会計からの補助金）

第８条 下水道事業運営を助成するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、1,615,857

（一時借入金）

第５条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第 ２ 項 長 期 貸 付 金

第 ３ 項 企 業 債 償 還 金

第 ４ 項 そ の 他 資 本 的 支 出

第 ４ 項 そ の 他 資 本 的 収 入

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

第 １ 項 建 設 改 良 費

第 １ 項 負 担 金

第 ２ 項 補 助 金

第 ３ 項 長 期 貸 付 金 回 収 金

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入
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予 算 に 関 す る 説 明 書



うち、仮受消費税及び地方消費税
89,042千円

収 益
１ 営 業 収 益 1,236,461

１ 下 水 道 使 用 料 1,201,753 下水道使用料収入

２ 他 会 計 負 担 金 34,606 一般会計からの負担金

３ そ の 他 営 業 収 益 102 手数料等

２ 営業外収益 1,646,130

１ 受 取 利 息 5 預金利息

２ 他 会 計 補 助 金 1,222,043 一般会計からの補助金

３ 県 補 助 金 9,520 農業集落排水事業に対する助成金

４ 長 期 前 受 金 戻 入 414,004
補助金等により取得した固定資産の償
却見合額

５ 雑 収 益 558 占用料等

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

うち、仮払消費税及び地方消費税
49,342千円、納税額23,965千円

費 用
１ 営 業 費 用 2,023,135

下水道管及び付属設備の維持管理に
要する費用
農業集落排水処理施設の維持管理に
要する費用

３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 7,656 雨水ポンプ場維持管理に要する費用

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金 528,610 県の処理場への排水処理費用

５ 業 務 費 50,377
下水道使用料の徴収等の業務に
要する費用

６ 総 係 費 88,024 事業活動全般に関連する費用

７ 減 価 償 却 費 1,237,454 固定資産の償却費用

８ 資 産 減 耗 費 20,871 固定資産の除却費

２ 営業外費用 427,998

１ 支 払 利 息 404,033 企業債及び一時借入金に対する利息

２ 消費税及び地方消費税 23,965

３ 特 別 損 失 100

１ 過年度損益修正損 100

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

平成29年度天理市下水道事業会計予算実施計画

 収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 備 考予定額 （千円）

備 考目

65,168

24,975

管 渠 費

農 業 集 落 排 水 施 設
維 持 費

１

２

１ 下水道事業 2,882,592

１ 下水道事業 2,452,233

支 出

款 項 予定額 （千円）
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うち、仮受消費税及び地方消費税
2,555千円

資本的収入
１ 負 担 金 35,722

１ 受 益 者 負 担 金 1,222

２ 工 事 負 担 金 34,500

２ 補 助 金 441,314

１ 他 会 計 補 助 金 393,814 一般会計からの補助金

２ 国 庫 補 助 金 40,000

３
県補助金（流域下水道
負荷軽減等促進事業） 7,500

３ 長期貸付金 1,296

回 収 金
１

長 期 貸 付 金
回 収 金 1,296 水洗便所改造資金貸付金回収金

４ そ の 他 10,000

資本的収入
１

そ の 他
資 本 的 収 入 10,000

基金からの水洗便所改造資金貸付金の
原資受入

うち、仮払消費税及び地方消費税
23,289千円

資本的支出
１ 建設改良費 341,347

１ 公共下水道整備費 104,293 下水道管整備工事費等

２
公 共 下 水 道
長 寿 命 化 整 備 費 93,940 下水道管整備工事費等

３
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 整 備 費 17,192 下水道管整備工事費等

４
農 業 集 落 排 水 施 設
整 備 費 24,210 下水道管整備工事費等

５
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 69,134 県の汚水処理施設建設負担金

６ 職 員 給 与 費 27,082

７ 固 定 資 産 購 入 費 5,496

２ 長期貸付金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000 水洗便所改造資金貸付金

３ 企 業 債 1,494,228

償 還 金
１ 企 業 債 償 還 金 1,494,228 企業債償還元金

４ そ の 他 1,299

資本的支出
１

そ の 他
資 本 的 支 出 1,299 貸付金回収金を基金へ等

 資本的収入及び支出

収 入

１ 下水道事業 1,846,874

１ 下水道事業 488,332

目 予定額 （千円）項

支 出

款

備 考目

備 考

款 項 予定額 （千円）
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 414,004

減価償却費 1,237,454

賞与引当金の増減額（△は減少） △436

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,150

貸倒引当金の増減額（△は減少） 199

長期前受金戻入額 △414,004

受取利息 △5

支払利息 404,033

固定資産除却費 20,871

未収金の増減額（△は増加） 14,507

未払金の増減額（△は減少） 1,302

預り金の増減額（△は減少） △ 5,620

小計 1,675,455

利息の受取額 5

利息の支払額 △404,033

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,271,427

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △252,039

無形固定資産の取得による支出 △64,014

長期貸付金による支出 △10,000

基金へ長期貸付回収金の支出 △1,296

補助金、負担金等による収入 86,787

長期貸付金の回収による収入 1,296

基金から長期貸付金原資受入による収入 10,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △229,266

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,494,228

他会計からの出資による収入 383,388

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,110,840

資金減少額 68,679

資金期首残高 868,630

資金期末残高 799,951

平成29年度天理市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

(平成29年４月1日から平成30年３月31日まで)
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法 定

報酬 給料 賃金 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )
9

( 0 )
3

( 2 )
12

( 2 )
10

( 0 )
3

( 2 )
13

( 0 )

( 0 )

( 0 )

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 2,946 1,062 1,223 6,451 13,523 100

前年度 3,176 504 1,260 5,905 14,566 75

比   較 △ 230 558 △ 37 546 △ 1,043 25

（千円）

本年度 3,150

前年度 2,500

比   較 650

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　括

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人） （千円）

本

年

度

損益勘定支弁職員 0 131 42,576 3,221 32,055 77,983 19,004 96,987

資本勘定支弁職員 0 0 12,028 0 9,650 21,678 5,404 27,082

合 計 0 131 54,604 3,221 41,705 99,661 24,408 124,069

前

年

度

損益勘定支弁職員 0 131 46,989 3,063 33,306 83,489 20,806 104,295

資本勘定支弁職員 0 0 11,558 0 8,791 20,349 5,129 25,478

合 計 0 131 58,547 3,063 42,097 103,838 25,935 129,773

比

較

損益勘定支弁職員 0 0 △ 4,413 158 △ 1,251 △ 5,506 △ 1,802 △ 7,308
△ 1

資本勘定支弁職員 0 0 470 0 859 1,329 275 1,604
0

合 計 0 0 △ 3,943 158 △ 392 △ 4,177 △ 1,527 △ 5,704
△ 1

手当の内訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 緊急手当

（千円） （千円） （千円）

2,832 1,458 8,572

3,408 1,524 8,699

△ 576 △ 66 △ 127

区   分
児童手当

管理職員特
退職手当

別勤務手当

（千円） （千円）

260 128

360 120

△ 100 8
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12 人 2 人 14 人

12 人 2 人 14 人

0 人 0 人 0 人

新陳代謝等に

係 る 増 減 分

△ 2 人

1 人

1 人

△ 1 人

1 人

△ 898

２　給料及び手当の増減額の明細（一般職）

区 分
増減額

増減事由別内訳（千円） 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）

給 料 △ 3,943

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 81

給与の改定状況

給料の改定率　（平均0.2％）

昇 給 に 伴 う 増 加 分 1,016 平均昇給率　　1.04％

そ の 他 の 増 減 分 △ 5,040

職員数の異動状況

現 に 在 職
そ の他 計

する職員数

本年度

前年度

増 減

採用、退職の状況等

 27年度退職者数（うち再任用１名）

 28年度市長部局からの出向者数

 28年度新規採用者数（うち再任用１名）

 28年度水道事業会計への異動者数

 28年度水道事業会計からの異動者数

手 当 △ 392
制度改正に伴う増減分 506

勤勉手当　506

そ の 他 の 増 減 分

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

平 成 28 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 345,059

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 440,445

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 45.3

平 成 27 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 351,721

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 461,112

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 45.8

大 学 卒 178,200 178,200

（２） 初任給

区　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職　　（円） 一般会計の制度　　行政職（円）

高 校 卒 146,100 146,100
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( 1 ) ( 50.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
1 8.3

( 1 ) ( 50.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
5 41.8

( 0 ) ( 0.0 )
0 0.0

( 0 ) ( 0.0 )
2 16.7

( 0 ) ( 0.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
1 8.3

( 2 ) ( 100.0 )
12 100.0

( 2 ) ( 100.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
2 16.8

( 0 ) ( 0.0 )
3 25.0

( 0 ) ( 0.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
3 25.0

( 0 ) ( 0.0 )
1 8.3

( 0 ) ( 0.0 )
0 0.0

( 2 ) ( 100.0 )
12 100.0

２ 級 ３ 級 ５ 級 ８ 級

（Ａ） （人） 12

（Ｂ） （人） 9

２号給 （人）

４号給 （人） 9

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 75

（Ａ） （人） 13

（Ｂ） （人） 8

２号給 （人）

４号給 （人） 8

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 62

区 分
級 職　員　数　（人）

企 業 職

構　成　比　（％）

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

計

（３） 級別職員数

７ 級

 （級別の標準的な職務内容）

４ 級 ６ 級

５ 級

６ 級

７ 級

８ 級

平成28年12月１日現在

１ 級

区                     分 １ 級

主任主事

平成27年12月１日現在

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

企         業         職 主　事

６ 級

７ 級

区 分

課長補佐
課   長
主   幹

８ 級

計

前
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

（４） 昇給

局次長 局   長

企　　　　業　　　　職

本
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

主　査
係   長
主   任

主任主査
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（５） 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.19

支給対象職員の比率（平成28年12月１日現在） （％） 42.85

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円） 2,500

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 緊　急　手　当

（６） 期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 職制上の段階、職務
備 考

６ 月 （月分） 12 月 （月分）
（月分） の級等による加算措置

本 年 度 有
( 1.05) （ 1.2） (2.25)

2.075 2.225 4.3

前 年 度 有
( 1.025 ) （ 1.175 ） (2.20)

2.025 2.175 4.2

有
一 般 会 計 ( 1.05) （ 1.2） (2.25)

の 制 度 2.075 2.225 4.3

（７） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59 一般会計の制度と同じ

一般会計

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特別措置の 制 度

（２％～45％加算）
（支給率等）

（８） その他の手当

区　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

137,329

190,958
△ 41,539 149,419

43,352,897
△ 8,499,879 34,853,018

1,387,173
△ 540,479 846,694

3,981
△ 2,204 1,777

18,304
△ 6,710 11,594

712

△ 676 36

2,029

36,001,896

176

260

1,794,730

1,795,166

21,146

28,854

50,000

37,847,062

799,951

127,171

△ 6,978 120,193

920,144

38,767,206

建 物
減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

平成29年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 30 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

地 上 権

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

長 期 貸 付 金

基 金

無形固定資産合計

投 資

イ

ロ

(3)

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産

(1)

(2)

２

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

(1)

ヘ

ト

チ

イ

ロ

ハ

(2)
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３

15,109,053

15,109,053

35,086

35,086

15,144,139

４

1,463,401

1,463,401

47,748

8,763

8,763

51,504

51,504

1,571,416

５

13,763,403

△ 1,648,121

12,115,282

28,830,837

６

3,113,682

1,783,783

4,438,061

9,335,526

9,335,526

７

1,381

167,433

18,025

186,839

414,004

414,004

600,843

9,936,369

38,767,206

(1)

引 当 金 合 計

その他流動負債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

繰 延 収 益 合 計

(2)

ハ 組 入 資 本 金

(1)

(2)

(1)

(2)

(3)

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

資     本     の     部

資 本 金

預 り 金イ

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

(1)

資 本 金

イ

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

イ

(4)

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

(2)
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負     債     の     部

イ

イ

イ

イ

ロ

ハ

利 益 剰 余 金 合 計

固 有 資 本 金

ロ 出 資 金

剰 余 金 合 計

イ

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

(1)
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

1,139,159

35,577

102 1,174,838

２

69,165

24,520

7,701

502,403

38,618

96,839

1,232,065

37,916 2,009,227

834,389

３

100

1,228,175

10,048

413,807

558 1,652,688

４

441,817

767 442,584 1,210,104

375,715

５

1 1

６

65 65 △ 64

375,651

126,543

502,194

その他未処分利益剰余金変動額

(6)

(7)

(8)

(1)

(2)

(3)

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

(3)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

管 渠 費

平成28年度天理市下水道事業予定損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

営 業 費 用

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

(1)

(2)

農業集落排水施設維持費

雨 水 ポ ン プ 場 費

業 務 費

流域下水道維持管理負担金

営 業 損 失

減 価 償 却 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

当 年 度 純 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入(4)

(5)

(1)

当年度未処分利益剰余金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

(2)

(1)

(1)
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(消費税及び地方消費税抜き)

（単位：千円）

137,329

190,958
△ 36,001 154,957

43,196,367
△ 7,418,541 35,777,826

1,313,764
△ 474,003 839,761

3,981
△ 1,646 2,335

13,215
△ 4,231 8,984

712
△ 676 36

1,855

36,923,083

176

260

1,811,781

1,812,217

12,442

37,558

50,000

38,785,300

868,630

141,754

△ 6,779 134,975

1,003,605

39,788,905

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

長 期 貸 付 金

基 金

投 資 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

イ

ロ

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

投 資

イ

ロ

ハ

工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

チ

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

平成28年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 29 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

１

イ

２

貸 倒 引 当 金

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

建 物
減 価 償 却 累 計 額
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３

16,572,454

16,572,454

31,936

31,936

16,604,390

４

1,494,228

1,494,228

42,412

9,199

9,199

57,124

57,124

1,602,963

５

13,676,692

△ 1,234,117

12,442,575

30,649,928

６

3,113,682

1,400,395

3,935,867

8,449,944

8,449,944

７

1,381

167,433

18,025

186,839

502,194

502,194

689,033

9,138,977

39,788,905

企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(4)

流 動 負 債

負     債     の     部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

(1)

(2)

イ

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

その他流動負債

預 り 金

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

資 本 金

長 期 前 受 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

イ

資     本     の     部

資 本 金

(1)

資 本 剰 余 金

イ

ロ

固 有 資 本 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金 合 計

ハ

(1)

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金

(2)

イ

イ

イ

イ

イ

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

ロ

ハ
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１ 下 水 道 事 業 2,882,592

収 益
１ 営 業 収 益 1,236,461

１ 下 水 道 使 用 料 1,201,753

1 下 水 道 使 用 料 1,201,753

２ 他 会 計 負 担 金 34,606

1 他 会 計 負 担 金 34,606

３ そ の 他 営 業 収 益 102

1 手 数 料 101

2 雑 収 益 1

２ 営 業 外 収 益 1,646,130

１ 受 取 利 息 5

1 預 金 利 息 5

２ 他 会 計 補 助 金 1,222,043

1 他 会 計 補 助 金 1,222,043

３ 県 補 助 金 9,520

1 県 補 助 金 9,520

４ 長 期 前 受 金 戻 入 414,004

1 長 期 前 受 金 戻 入 414,004

５ 雑 収 益 558

1 雑 収 益 558

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1

平成29年度天理市下水道事業会計予算説明書

節

 収益的収入及び支出

金  額 （千円）

収 入

款 項 目
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１ 下 水 道 事 業 2,452,233

費 用
１ 営 業 費 用 2,023,135

１ 管 渠 費 65,168

1 給 料 11,301

2 手 当 6,062

3 賞与引当金繰入額 1,408

4 法 定 福 利 費 4,119

5 被 服 費 58

6 備 消 耗 品 費 254

7 燃 料 費 141

8 印 刷 製 本 費 25

9 通 信 運 搬 費 98

10 委 託 料 11,986

11 賃 借 料 1,047

12 修 繕 費 26,065

13 動 力 費 2,333

14 材 料 費 100

15 負 担 金 21

16 雑 費 150

２ 農業集落排水施設 24,975

維 持 費
1 備 消 耗 品 費 48

2 燃 料 費 54

3 光 熱 水 費 71

4 通 信 運 搬 費 174

5 委 託 料 14,308

6 修 繕 費 6,628

7 動 力 費 3,636

8 薬 品 費 10

9 負 担 金 2

支 出

款 項 金  額 （千円）節目
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10 保 険 料 44

３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 7,656

1 備 消 耗 品 費 10

2 光 熱 水 費 145

3 通 信 運 搬 費 95

4 委 託 料 6,000

5 修 繕 費 500

6 動 力 費 865

7 保 険 料 41

４ 流 域 下 水 道 528,610

維 持 管 理 負 担 金
1 負 担 金 528,610

５ 業 務 費 50,377

1 印 刷 製 本 費 251

2 通 信 運 搬 費 2,613

3 委 託 料 46,313

4 修 繕 費 1

5 貸倒引当金繰入額 1,199

６ 総 係 費 88,024

1 給 料 31,275

2 手 当 17,359

3 賞与引当金繰入額 5,326

4 賃 金 3,221

5 報 酬 131

6 法 定 福 利 費 13,635

7 旅 費 215

8 退 職 給 付 費 3,150

9 被 服 費 351

10 備 消 耗 品 費 1,244

11 燃 料 費 19

12 光 熱 水 費 593

節 金  額 （千円）目項款
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13 印 刷 製 本 費 944

14 通 信 運 搬 費 298

15 委 託 料 3,398

16 賃 借 料 146

17 修 繕 費 940

18 研 修 費 18

19 食 糧 費 10

20 厚 生 費 235

21 負 担 金 649

22 庁舎管理等負担金 4,000

23 保 険 料 515

24 雑 費 352

７ 減 価 償 却 費 1,237,454

1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,156,389

2
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

81,065

８ 資 産 減 耗 費 20,871

1 固 定 資 産 除 却 費 20,871

２ 営 業 外 費 用 427,998

１ 支 払 利 息 404,033

1 企 業 債 利 息 403,583

2 一 時 借 入 金 利 息 450

２ 消 費 税 及 び 23,965

地 方 消 費 税
1

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

23,965

３ 特 別 損 失 100

１ 過年度損益修正損 100

1 過年度損益修正損 100

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

金  額 （千円）節項款 目
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１ 下 水 道 事 業 488,332

資 本 的 収 入
１ 負 担 金 35,722

１ 受 益 者 負 担 金 1,222

1 受 益 者 負 担 金 1,222

２ 工 事 負 担 金 34,500

1 工 事 負 担 金 34,500

２ 補 助 金 441,314

１ 他 会 計 補 助 金 393,814

1 他 会 計 補 助 金 393,814

２ 国 庫 補 助 金 40,000

1 国 庫 補 助 金 40,000

7,500

1
県補助金（流域下水道
負荷軽減等促進事業） 7,500

３ 長 期 貸 付 金 1,296

回 収 金
１ 長期貸付金回収金 1,296

1
水洗便所改造資金
貸 付 金 回 収 金

1,296

４ そ の 他 10,000

資 本 的 収 入
１ その他資本的収入 10,000

1 その他資本的収入 10,000

目

収 入

節

 資本的収入及び支出

金  額 （千円）款

３ 県 補 助 金
（流域下水道 負荷
軽減等促進事 業）

項
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１ 下 水 道 事 業 1,846,874

資 本 的 支 出
１ 建 設 改 良 費 341,347

１ 公共下水道整備費 104,293

1 管 渠 整 備 費 70,579

2 桝 設 置 費 16,650

3 調 査 設 計 委 託 料 17,064

２ 公 共 下 水 道 93,940

長 寿 命 化 整 備 費
1 管 渠 整 備 費 60,640

2 調 査 設 計 委 託 料 33,200

3 補 償 費 100

３ 特 定 環 境 保 全 17,192

公共下水道整備費
1 管 渠 整 備 費 7,442

2 桝 設 置 費 9,750

４ 農業集落排水施設 24,210

整 備 費
1 管 渠 整 備 費 23,760

2 桝 設 置 費 450

５ 流 域 下 水 道 69,134

建 設 負 担 金
1

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

69,134

６ 職 員 給 与 費 27,082

1 給 料 12,028

2 手 当 10,026

3 法 定 福 利 費 5,028

７ 固 定 資 産 購 入 費 5,496

1
工 具 、 器 具
及 び 備 品 費

5,496

２ 長 期 貸 付 金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000

1
水洗便所改造資金
貸 付 金

10,000

３ 企業債償還金 1,494,228

１ 企 業 債 償 還 金 1,494,228

款 金  額 （千円）節

支 出

項 目
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1 企 業 債 償 還 金 1,494,228

４ そ の 他 1,299

資 本 的 支 出
１ その他資本的支出 1,299

1 その他資本的支出 1,299

款 項 目 節 金  額 （千円）
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注記

Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　(リース資産を除く。)

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 50年

構築物 50年

機械及び装置 10年～30年

車両及び運搬具  5年

工具、器具及び備品  3年～5年

無形固定資産　(リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 50年

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

２ 引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

（１）

（２）

（３）

（１）

（２）

（３）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。

職員の期末手当、勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。
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Ⅱ． 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

２ 引当金の取崩し

賞与引当金の取り崩し

貸倒引当金の取り崩し

Ⅲ． リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は6,394,041千円

である。

引当金1,000千円を使用する。

（２）

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理を行っている。

平成29年６月に、平成28年12月分から平成29年３月分の期末手当及び勤勉手当を

（１）

支給することとなったため、賞与引当金9,199千円を使用する。

平成29年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒
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